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 リカレント教育に関しては、教育未来創造会議においても、学習成果の可視化やその発信
が重要な論点として挙がっているところ。また、第6期科学技術イノベーション基本計画におい
ても、リカレント教育の目標に加え、教育効果や社会への影響を評価できる指標開発が
求められている。

 一方で、リカレント教育によって、実際にどのような成果（給与、処遇への反映等）がどの
程度実現しているかについては、必ずしも詳細な調査結果やデータ等として明らかには
なっていないのが現状である。

 リカレント教育の効果を提示し、個人の学び直しや企業の人材育成に関する機運を高める
とともに、成果についても広く社会に対してプロモーションし普及啓発を図る。

 併せて、個人や企業の属性に応じた学習ニーズや期待される効果を把握し、今後の大学
や企業におけるリカレント教育に関する取組をより実効性の高いものとする。

リカレント教育の社会実装に向けた調査研究・普及啓発パッケージ事業
令和4年度第2次補正予算額 77百万円

「成⾧戦略フォローアップ」（令和4年6月7日閣議決定）
・学び直しの効果に関する調査研究を実施するとともに、
その結果を周知する。

「教育未来創造会議提言」（令和4年5月政府会議決定）
・学び直しの効果に関する調査研究を実施するとともに、
その結果を周知する。

「科学技術・イノベーション基本計画」（令和3年3月26日閣議決定）
・2023年度までに、リカレント教育の社会人受講者数の
ほか、その教育効果や社会への影響を評価できる指標を
開発する。

事業を実施する背景

令和5年度の取組

政府文書等における提言

＜調査分析＞リカレント教育を実施した社会人や人材育成を行った企業に対して、どのような
成果や影響をもたらしたかを把握する調査を実施する。

（成果の例:個人の収入増加や成⾧分野への転職、新規事業創出、企業利益の増大等）

＜指標開発＞調査結果を踏まえ、リカレント教育の効果や社会への影響を分析し、
リカレント教育や企業内の人材育成が社会に及ぼす影響を評価できる指標を開発する。

＜普及啓発＞調査結果をとりまとめ、個人のリカレント教育や企業における人材育成がもたらす
効果を周知・普及啓発し、社会にリカレント教育の重要性をより一層根付かせる。

文部科学省 民間企業等

＊民間企業等に委託費を
支出し、調査研究や指標
開発、普及啓発等を行う。

＊ 実施主体:民間企業等（１箇所）
＊ 数・単価:1箇所（民間企業等）×約7,700万円
＊ 事業背景等踏まえ、単年度のみでの事業実施を想定

• 企業における人材育成の機運を高め、社会の変化に
対応できる人材の育成

• 個人の学び直しの機運を高め、個人の労働生産性の
向上につなげる

• 学び直しに際しての課題として「学習成果が見えにくい」
を挙げる個人・企業の割合の低下（例:内閣府、厚労
省調査）

• 自己啓発を行う者の割合の増加（厚労省調査）

• 社会人学習者数の増加

• 社会人（有効回答10,000人程度）、企業
（2,000社程度）に対する調査を実施。

• 調査・分析結果をとりまとめ（報告書等）

• リカレント教育の指標開発

• 報告書をSNSや広報誌等を通じて周知

アウトプット（活動目標） アウトカム（成果目標） インパクト（国民・社会への影響）

事業スキーム

（本事業に関する問い合せ先）
syokugyou@mext.go.jp


